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要　請　書

　貴社が、明治製菓と明治乳業の経営統合による「共同持株会社」として設立されてから、２ヵ月が経過しようとしていますが、｢食と健康｣総合企業グループを目指す新たな企業活動の策定など、まさに、明治グループ企業の歴史的な節目となる大切な局面にあると考えます。
貴殿もご承知の通り、私たちは明治乳業経営陣に対し、共同持株会社を健全な企業として飛躍させる為にも、新会社「明治HD」に労働争議を持ち越すべきではないと、繰り返し要求してきましたが、残念ながら解決に向けた話し合いの場も設定されずに今日に至っています。
従って、明治乳業と同時に、完全親会社である貴社にも争議解決の責任が移譲されたのであり、貴社及び貴殿に解決の決断を求める行動を強めざるを得ない事態となっているのです。
ご承知の通り、食品業界で「安全・安心」を脅かす不祥事が続く異常事態の中で、消費者・国民の不信と怒りは限りなく広がり、倫理とモラルの回復が厳しく求められますが、明治乳業の企業体質も例外ではないのです。不祥事告発のマスコミ報道が絶えない体質や、1960年代から労働争議が続発してやまない等は、貴社が目標としている「食と健康」の企業イメージとは絶対に相容れないものであり、飛躍のためにも断ち切るべき体質ではないでしょうか。

また、明治乳業経営陣は、「市川工場事件は司法の場で会社主張が認められた」等として、解決に応じない大義としていますが極めて異常な態度と言わざるを得ないものです。
たしかに、最高裁から「不受理決定」（2月17日）が出ましたが、しかし、この不当決定によっても東京高裁判決が判示した、① 申立人らの「集団性」、② 集団間の「有意な格差」の存在、③ 格差の原因として「控訴人らの主張が妥当するとみる余地はある」とした事実認定は、司法判断として同時に確定しているのです。まさに、明治乳業が行ってきた不当労働行為意思に基づく格差（差別）の存在は、「上告不受理」によっても消滅するものではないのです。
従って、会社の厳しい経営環境からみても、また、司法による事実認定の内容から判断しても、異常な労働争議をさらに継続すべき大義も道理もないことは極めて明白なのです。

貴殿を始め副社長に就任した明治乳業の浅野社長など、両社の主要役員によって人事構成される新会社の責任で、明治乳業の異常な企業体質の象徴となっている労働争議を解決してこそ、消費者・国民に信頼される健全な企業活動が可能になるものと、私たちは確信しています。
上記の立場を踏まえ、下記の要請に対する貴殿の真摯な対応を強く求めるものです。
記
一、親会社「明治ホールディングス」の責任で、ただちに長期争議の全面解決をはかること。

一、不祥事の続発や労働争議の継続など、明治乳業の異常な企業体質を改善し断ち切ること。

一、経営統合による雇用破壊・労働条件切り下げなど、一切の犠牲を労働者に転嫁しないこと。

上記、重ねて強く要請いたします。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　以上。
